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大大学学生生ととのの接接触触機機会会とと高高校校生生のの大大学学選選択択基基準準のの関関連連  
――和歌山県の公立進学校 A 高校に対する量的調査を用いた探索的分析―― 

 
津多 成輔（島根大学） 

 
大学が少ない一部の地方圏では，大学生との接触機会がほとんどない高校生も少なくない。本稿は

和歌山県の公立進学校 A 高校の 3 年生を対象として量的調査を実施し，大学生との接触機会と大学選

択基準の関連について探索的に分析した。その結果，大学生との接触機会がある場合，大学を選択す

る際に「資格・免許がとれる」という観点を重視しやすいことに加えて，「キャンパスの雰囲気」や

「就職のための支援」，「施設・設備がよい」といった観点を重視しやすい可能性も示された。この

結果は，大学側に対しても志願者と大学生との接触機会を確保する入試広報等を行うことで，ミスマ

ッチの少ない大学選択につながる可能性を提示したことになる。 
キーワード：大学生との接触機会，高校生，大学選択基準，地方，大学の都市部集中 

 
1 ははじじめめにに 
キャリア教育の実践では，高等学校（以下，高校と

表記する）段階において，「自らの将来のキャリア形

成を自ら考えさせ，選択させることが重要になる」

（文部科学省, 2012: 129）とされ，キャリア発達の

特徴の 1 つとして「卒業後の進路について多面的・

多角的に情報を集め，検討する」（ibid.）ことが挙げ

られているように，高校生は自らの進路の選択基準を

より多面的・多角的な観点から形成していくことが求

められている段階にあるとされている。ただし，「こ

こに例示される特徴は，（中略）それぞれの学校が立

地する地域の状況，学科や設置形態の特色，生徒の実

態などによって，実状とのずれが生じることは当然で

ある」（ibid.）とされるように地域性は重要な観点と

なり得る。また，進路選択の観点からも，ローカル・

トラックの存在を吉川（2001）が指摘するように，

進路選択の地域性に関する研究の蓄積が求められてい

るといってよい。 
高校卒業後の進路選択では，半数以上の生徒が大学

を選択するが，大学が高校までの学校段階と大きく異

なるのは特定の地域に偏在していることである。

2020 年の 4 年制大学は，795 校であるが，東京都

143 校，神奈川県 31 校，愛知県 51 校，大阪府 55 校，

兵庫県 36 校とその多くが大都市圏に集中している。

他方，地方圏においては島根県 2 校，和歌山県 4 校

となっているように，4 年制大学の数に限りがある。

このような大学の都市部集中についての問題は，『朝

日新聞』（2014.10.15 朝刊）が 2014 年の大学進学

率の地域間差が約 40 ポイントであり，1994 年と比

較して約 2 倍となったこと（岡 , 2014）を報じてい

るように，地方圏と大都市圏の大学進学率の地域間差

の問題として着目されている。学術的にも大学進学機

会の格差の問題として検討され，各県の進学者に対す

る大学入学定員（収容力）が大きな要因となることが

明らかにされてきた（三上, 1979; 潮木, 2008 など）。

ただ，このような大学の都市部集中に関する一連の研

究では，大学進学機会という問題関心から，大学に進

学する／しないという機会の量的な側面のみが着目さ

れ，進学する場合に進学先である大学がどのように選

ばれるのかといった質的な側面について大学の都市部

集中の観点からは明らかにされてこなかったといって

よい 1）。 
大学が少ない地域である和歌山県は，戦後から

2019 年に至るまで半世紀以上もの間，県内に所在す

る大学が実質的に紀北地域に所在する国立の和歌山大

学，公立の和歌山県立医科大学，私立の高野山大学の

3 校である状況が続いてきた。このような状況から，

当該地域の高校生にとって大学に関する事柄を想起す

る機会は多くはない。詳細は 2.3 節で示すが，和歌山

県紀北地域に所在する公立進学校 A 高校の 3 年生の

24.6％が大学生と話す機会が全くないとしており，高

校生が大学生から大学に関する情報を得る機会は限ら

れている。 
このような大学生との接触機会は，高校生の進路選

択においても重要な役割を担っていると考えられる。

ベネッセ教育総合研究所（2005）によれば，進路選

択で意見を参考にした相談相手の上位には，「高校の

先生」「母」「友人」「父」といった身近なコミュニ

ティに属する人が位置づき，次いで「部活などの先

輩」，「年長の知人（社会人・大学生など）」などの
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身近なコミュニティ以外の人々が位置づく形となって

いる。この中でも大学進学を進路希望とする場合には，

大学進学者である存在が情報的資源となると考えられ

る。具体的には，教師や保護者の一部および大学生な

どがこれに該当するといえる。また，喜村（2018）
がマーケティングの観点から受験者とのコミュニケー

ションを行う情報伝達ルートの概念整理を行った結果，

その 1 つとして，大学の教職員や学生・卒業生から

受験者へのルートを提示しているように，各大学の特

色を正確に受験者に伝える上という観点からも，大学

生の存在が重要な役割を持つと考えられる。 
もちろん，保護者や教師も重要な情報的資源である

ことには違いはない。ただ，和歌山県の高校生にとっ

て保護者の存在が，現在の大学の内実を知る情報的資

源となる可能性は決して高いとはいえない。なぜなら

ば，「国勢調査」によれば，和歌山県の大卒人口の割

合 2）は 14.1％であり，これは保護者として主に想定

される 40 代に限定した場合でも 18.7％であることに

加えて，仮に保護者が大学進学者であったとしても保

持している情報が多くの場合で一世代前のものである

と考えられるからである。また，教師については，重

要な情報的資源であるといえるが基本的には地域性を

はじめとしてどの生徒にも同様にアクセス可能な存在

である 3）といえる。このように考えれば，大学教育

機会の地域間差が高校生の進路選択に及ぼす影響を質

的な側面から解明するという本稿の問題意識に対して

は，大学生との接触機会が 1 つの有効な観点になる

といえる。 
また，進学校の生徒に限定すれば，このような高校

卒業後の進路選択について，進学する大学をどのよう

な基準で選択しているかということは重要な観点とな

る。先行する知見としては，ベネッセ教育総合研究所

（2017）が大学選択で重視した点として「興味のあ

る学問分野があること」「入試難易度が自分に合って

いること」「入試方式が自分に合っていること」が上

位に位置づくことを示している 4）。ここでは，2008
年，2012 年，2016 年の 3 時点での調査結果を比較

する形で検討がなされ，大学選択で重視した項目の順

位に変動はないが，1 人あたりが選択する項目数が減

少していることが指摘されている。このほかにも大学

選択基準の研究（高地, 2009; 吉田ほか, 2018; 和久

田, 2021）が所属大学の入学者に対するアンケート

結果を用いて入試区分の違いなどによる大学選択の際

に重視した項目の違いを報告しているが，いずれの場

合においても「入学者」に対するアンケートの結果で

あることから，自大学の入学者の特徴を把握するに留

まるという研究方法上の限界がある。 
以上を踏まえた本稿の目的は，大学生との接触機会

が高校生の大学選択基準に及ぼす影響を明らかにする

ことである。これを明らかにすることは，大学の都市

部集中によって生じる大学生との接触機会の多寡が大

学進学機会の質的な側面が関連していることを示すこ

とになる。また，このような基礎的な知見を積み重ね

ることは生徒自身の進路選択の充実に対する方策を得

るものとなり，高大接続の質を高め，ひいては大学に

おける学びをより豊かにすることにつながる。 
 
2 研研究究方方法法とと仮仮説説 
2.1 調調査査対対象象地地域域のの選選定定 
和歌山県は前述したように，戦後から県内の大学が

3 校である状況が長らく続いてきた。「学校基本調

査」によれば，2018 年の県内大学の入学者は 1706
名（同県の 3 年前の中学校卒業者から算出した 18 歳

人口9695 名の17.6％）と少ない状況にある。また，

近接する大阪府には大学が多く所在するが，大阪主要

部までのおおよその所要時間は，鉄道を利用した場合

で，紀北地域で 1～2 時間，紀南地域で 2 時間以上と

なる。このため，県内から自宅通学をすることは，紀

北地域の一部を除いて事実上困難である。このような

状況から県内に居住する大学生は年齢人口と比較して

少ない状況にあり，その結果として，高校生の大学生

との接触機会は少ないことが想定される。以上を踏ま

えて，大学生との接触機会がない対象者を一定数確保

することを目的として，和歌山県を調査対象地域とし

て選定した。 
  

2.2 デデーータタのの概概要要とと調調査査対対象象校校のの状状況況 
前述の課題を踏まえて，和歌山県の高校生の進路意

識を把握することを目的として，和歌山県の公立進学

校に在籍する高校 3 年生に対して 2015 年 5～6 月に

実施した自記式の質問紙調査である「高校生の大学進

学意識に関する調査」（以下，2015 年調査）および

2018 年 7 月に実施した自記式の質問紙調査である

「高校生の進路意識に関する調査」（以下，2018 年

調査）を実施した 5）。本稿では，この 2 つの調査の

うち，A 高校の 4 年制大学を志望する回答者（2015
年調査 247 名，2018 年調査 216 名）を抽出し分析を

行う。 
A高校は紀北地域に所在し，県内の高校の中では，

相対的に大学生との接触機会も多い学校である。A高

校は県内有数の公立進学校であり，旧制中学校からの

歴史を持つことから地域の中では「伝統校」という位
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身近なコミュニティ以外の人々が位置づく形となって

いる。この中でも大学進学を進路希望とする場合には，

大学進学者である存在が情報的資源となると考えられ

る。具体的には，教師や保護者の一部および大学生な

どがこれに該当するといえる。また，喜村（2018）
がマーケティングの観点から受験者とのコミュニケー

ションを行う情報伝達ルートの概念整理を行った結果，

その 1 つとして，大学の教職員や学生・卒業生から

受験者へのルートを提示しているように，各大学の特

色を正確に受験者に伝える上という観点からも，大学

生の存在が重要な役割を持つと考えられる。 
もちろん，保護者や教師も重要な情報的資源である

ことには違いはない。ただ，和歌山県の高校生にとっ

て保護者の存在が，現在の大学の内実を知る情報的資

源となる可能性は決して高いとはいえない。なぜなら

ば，「国勢調査」によれば，和歌山県の大卒人口の割

合 2）は 14.1％であり，これは保護者として主に想定

される 40 代に限定した場合でも 18.7％であることに

加えて，仮に保護者が大学進学者であったとしても保

持している情報が多くの場合で一世代前のものである

と考えられるからである。また，教師については，重

要な情報的資源であるといえるが基本的には地域性を

はじめとしてどの生徒にも同様にアクセス可能な存在

である 3）といえる。このように考えれば，大学教育

機会の地域間差が高校生の進路選択に及ぼす影響を質

的な側面から解明するという本稿の問題意識に対して

は，大学生との接触機会が 1 つの有効な観点になる

といえる。 
また，進学校の生徒に限定すれば，このような高校

卒業後の進路選択について，進学する大学をどのよう

な基準で選択しているかということは重要な観点とな

る。先行する知見としては，ベネッセ教育総合研究所

（2017）が大学選択で重視した点として「興味のあ

る学問分野があること」「入試難易度が自分に合って

いること」「入試方式が自分に合っていること」が上

位に位置づくことを示している 4）。ここでは，2008
年，2012 年，2016 年の 3 時点での調査結果を比較

する形で検討がなされ，大学選択で重視した項目の順

位に変動はないが，1 人あたりが選択する項目数が減

少していることが指摘されている。このほかにも大学

選択基準の研究（高地, 2009; 吉田ほか, 2018; 和久

田, 2021）が所属大学の入学者に対するアンケート

結果を用いて入試区分の違いなどによる大学選択の際

に重視した項目の違いを報告しているが，いずれの場

合においても「入学者」に対するアンケートの結果で

あることから，自大学の入学者の特徴を把握するに留

まるという研究方法上の限界がある。 
以上を踏まえた本稿の目的は，大学生との接触機会

が高校生の大学選択基準に及ぼす影響を明らかにする

ことである。これを明らかにすることは，大学の都市

部集中によって生じる大学生との接触機会の多寡が大

学進学機会の質的な側面が関連していることを示すこ

とになる。また，このような基礎的な知見を積み重ね

ることは生徒自身の進路選択の充実に対する方策を得

るものとなり，高大接続の質を高め，ひいては大学に

おける学びをより豊かにすることにつながる。 
 
2 研研究究方方法法とと仮仮説説 
2.1 調調査査対対象象地地域域のの選選定定 
和歌山県は前述したように，戦後から県内の大学が

3 校である状況が長らく続いてきた。「学校基本調

査」によれば，2018 年の県内大学の入学者は 1706
名（同県の 3 年前の中学校卒業者から算出した 18 歳

人口9695 名の17.6％）と少ない状況にある。また，

近接する大阪府には大学が多く所在するが，大阪主要

部までのおおよその所要時間は，鉄道を利用した場合

で，紀北地域で 1～2 時間，紀南地域で 2 時間以上と

なる。このため，県内から自宅通学をすることは，紀

北地域の一部を除いて事実上困難である。このような

状況から県内に居住する大学生は年齢人口と比較して

少ない状況にあり，その結果として，高校生の大学生

との接触機会は少ないことが想定される。以上を踏ま

えて，大学生との接触機会がない対象者を一定数確保

することを目的として，和歌山県を調査対象地域とし

て選定した。 
  

2.2 デデーータタのの概概要要とと調調査査対対象象校校のの状状況況 
前述の課題を踏まえて，和歌山県の高校生の進路意

識を把握することを目的として，和歌山県の公立進学

校に在籍する高校 3 年生に対して 2015 年 5～6 月に

実施した自記式の質問紙調査である「高校生の大学進

学意識に関する調査」（以下，2015 年調査）および

2018 年 7 月に実施した自記式の質問紙調査である

「高校生の進路意識に関する調査」（以下，2018 年

調査）を実施した 5）。本稿では，この 2 つの調査の

うち，A 高校の 4 年制大学を志望する回答者（2015
年調査 247 名，2018 年調査 216 名）を抽出し分析を

行う。 
A高校は紀北地域に所在し，県内の高校の中では，

相対的に大学生との接触機会も多い学校である。A高

校は県内有数の公立進学校であり，旧制中学校からの

歴史を持つことから地域の中では「伝統校」という位

置づけである 6）。調査対象者の 4 年制大学へ進学を

希望する割合は 92.2％（2015 年調査 92.5％，2018
年調査 91.9％）で，短大や専門学校等を含めるとほ

ぼすべての調査対象者が進学を希望している。進路希

望としては国公立志向が強く，2018 年調査において

は 91.7％が国公立を第一志望としており，近年の実

際の進学状況においても，年によってばらつきがある

ものの 3～5 割の生徒が国公立大学に進学する状況に

ある。

A 高校を抽出し分析を行うのは次の 3 つの理由か

らである。第一に，各学校の特徴に基づく大学選択基

準への影響を統制する必要があること，第二に，大学

生との接触機会は居住地による影響があり高校の所在

地による影響を統制する必要があること 7），第三に，

大学生との接触機会がある／ない対象者を一定数確保

する必要があることである。これらの理由から 2015
年調査および 2018 年調査の共に悉皆で調査協力が得

られたこと，和歌山県紀北地域に所在することを条件

に，A高校のデータを抽出し，分析対象とした。

2.3 デデーータタのの概概要要とと調調査査対対象象校校のの状状況況

本稿では，大学生との接触機会と高校生の大学選択

基準の関連について検討するために，独立変数および

従属変数を以下のように設定した。

独立変数には，「大学生と話す」頻度を「大学生と

の接触機会」として用いる。調査票では，「次のこと

はどのくらいの頻度でありますか（大学生と話す）」

に対して，6 つの選択肢（「週に 1 回以上」「月に 1

回」「3ヵ月に1回」「半年に1回」「一年に1回」

「全くない」）で回答を求めた。1 年間に複数回の

「大学生との接触機会」があることを基準として，有

群 323 名（「週に 1 回以上」：130 名，「月に 1
回」：91 名，「3 ヵ月に 1 回」：49 名，「半年に 1
回」：53名），無群133名（「一年に1回」：21名，

「全くない」：112 名）と操作的に定義し，無回答 7
名を除いて分析に用いる。

従属変数である「大学選択基準」には，前述のベネ

ッセ教育総合研究所（2017）が実施した「大学生の

学習・生活実態調査」の調査における「大学選択で重

視した点」の 17 項目を参考に一部を改変して，大学

選択基準（「大学や学部・学科を選択するときに重視

することとして，次のことはどれくらいあてはまりま

すか」）として，図 1 中の 15 項目を 4 件法（4：と

てもあてはまる－3：まああてはまる－2：あまりあ

てはまらない－1：全くあてはまらない）で問うた設

問に対する回答結果を分析に用いる 8）。

分析にあたっては，各項目の 4 件法の平均値に加

えて，上位 2 件（4 および 3）を「該当」，下位 2 件

（2 および 1）を「非該当」として，該当する割合に

ついても分析を行った。従属変数の度数分布について

は以下の図1にまとめた。

2.4 デデーータタのの概概要要とと調調査査対対象象校校のの状状況況

以上の変数を用いて分析する上で「大学生との接触

機会」については更に次の 4 点を言及しておきたい。

第一に，分析の前提として「大学生との接触機会」

図1 従属変数の単純集計結果



大学入試研究ジャーナル第 33 号

- 124 -

について，調査年度によって有意な差はみられないこ

とである。具体的には，2015 年調査（Ｎ=244）では

有群が 67.6％，無群が 32.4％，2018 年調査（Ｎ=21
2）では有群が 74.5％，無群が 25.5％であり，χ2 検

定の結果，有意な差はみられなかった。

第二に，「大学生との接触機会」は，通塾およびき

ょうだいに大学進学者がいることで相対的に有群に該

当する割合が大きいことである。具体的に「大学生と

の接触機会」の有群に該当する割合は，通塾している

場合で 72.2％，していない場合で 63.6％，きょうだ

いに大学進学者がいる場合で 84.9％，いない場合で

64.2％であった。ただし，通塾しておらずきょうだい

に大学進学者がいない場合でも，56.4％が有群に該当

することから，きょうだいや塾に限らない形での大学

生との接触機会も多く含まれると考えられる。

第三に，「大学生との接触機会」と本人の成績 9）

および父母の学歴 10）との関連はみられないことであ

る。具体的には，図 2 に示すように，本人の成績に

ついて，「下のほう」と回答した割合は，「大学生と

の接触機会」の有群で 11.2％，無群で 10.1％，「真

ん中」と回答した割合は，「大学生との接触機会」の

有群で 27.2％，無群で 30.2％，「上のほう」と回答

した割合は，「大学生との接触機会」の有群で 2.9％，

無群で 2.3％であり，χ2 検定の結果，有意な差はみ

られなかった。また，図 3 に示すように，父が大学

進学者である割合は，「大学生との接触機会」の有群

で 50.3％，無群で 53.7％，母が大学進学者である割

合は，「大学生との接触機会」の有群で 34.0％，無

群で 30.8％であり，χ2 検定の結果，有意な差はみら

れなかった。このことは，特定の進学校内部の一事例

という留保はつくものの，保護者の学歴や本人の成績

といった学力階層に関わる要因と「大学生との接触機

会」は独立した変数であることが指摘できる。

第四に，単一の高校を分析対象とすることによる限

界についてである。A高校を抽出する理由については

前述したところであるが，他方，そのようにして得ら

れる分析結果は，特定の高校の事例であることは排除

しきれないことについては留意したい。このため，本

稿は探索的分析に終始することとした。具体的には，

χ2 検定や t 検定においては 5％水準までを一般化の

可能性が高いものとみなして記述し，10％水準につ

いては今後の他の事例の蓄積によって，一般化につい

て検討される余地がある項目として記述することとし

た。

2.5 仮仮説説

仮説は以下の 2 点である。第一に，大学生との接

触機会がある場合，キャンパスの雰囲気や施設・設備

などの大学生活に関する大学選択基準や資格・免許や

就職のための支援など大学卒業後の進路まで見据えた

大学選択基準を重視しやすくなる。第二に，第一の仮

説が支持された場合には一部の大学選択基準を重視し

やすくなるため，結果的に大学生との接触機会がある

場合にはより多くの観点が大学選択基準となる。

図3 大学生との接触機会別の父母の学歴

注）本分析は2018年調査のデータのみが対象である。

図2 大学生との接触機会別の本人の成績
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について，調査年度によって有意な差はみられないこ

とである。具体的には，2015 年調査（Ｎ=244）では

有群が 67.6％，無群が 32.4％，2018 年調査（Ｎ=21
2）では有群が 74.5％，無群が 25.5％であり，χ2 検

定の結果，有意な差はみられなかった。

第二に，「大学生との接触機会」は，通塾およびき

ょうだいに大学進学者がいることで相対的に有群に該

当する割合が大きいことである。具体的に「大学生と

の接触機会」の有群に該当する割合は，通塾している

場合で 72.2％，していない場合で 63.6％，きょうだ

いに大学進学者がいる場合で 84.9％，いない場合で

64.2％であった。ただし，通塾しておらずきょうだい

に大学進学者がいない場合でも，56.4％が有群に該当

することから，きょうだいや塾に限らない形での大学

生との接触機会も多く含まれると考えられる。

第三に，「大学生との接触機会」と本人の成績 9）

および父母の学歴 10）との関連はみられないことであ

る。具体的には，図 2 に示すように，本人の成績に

ついて，「下のほう」と回答した割合は，「大学生と

の接触機会」の有群で 11.2％，無群で 10.1％，「真

ん中」と回答した割合は，「大学生との接触機会」の

有群で 27.2％，無群で 30.2％，「上のほう」と回答

した割合は，「大学生との接触機会」の有群で 2.9％，

無群で 2.3％であり，χ2 検定の結果，有意な差はみ

られなかった。また，図 3 に示すように，父が大学

進学者である割合は，「大学生との接触機会」の有群

で 50.3％，無群で 53.7％，母が大学進学者である割

合は，「大学生との接触機会」の有群で 34.0％，無

群で 30.8％であり，χ2 検定の結果，有意な差はみら

れなかった。このことは，特定の進学校内部の一事例

という留保はつくものの，保護者の学歴や本人の成績

といった学力階層に関わる要因と「大学生との接触機

会」は独立した変数であることが指摘できる。

第四に，単一の高校を分析対象とすることによる限

界についてである。A高校を抽出する理由については

前述したところであるが，他方，そのようにして得ら

れる分析結果は，特定の高校の事例であることは排除

しきれないことについては留意したい。このため，本

稿は探索的分析に終始することとした。具体的には，

χ2 検定や t 検定においては 5％水準までを一般化の

可能性が高いものとみなして記述し，10％水準につ

いては今後の他の事例の蓄積によって，一般化につい

て検討される余地がある項目として記述することとし

た。

2.5 仮仮説説

仮説は以下の 2 点である。第一に，大学生との接

触機会がある場合，キャンパスの雰囲気や施設・設備

などの大学生活に関する大学選択基準や資格・免許や

就職のための支援など大学卒業後の進路まで見据えた

大学選択基準を重視しやすくなる。第二に，第一の仮

説が支持された場合には一部の大学選択基準を重視し

やすくなるため，結果的に大学生との接触機会がある

場合にはより多くの観点が大学選択基準となる。

図3 大学生との接触機会別の父母の学歴

注）本分析は2018年調査のデータのみが対象である。

図2 大学生との接触機会別の本人の成績

3 結結果果とと考考察察

表 1 には，大学生との接触機会別に大学選択基準

に該当する割合を示した。この際，該当する割合はχ
2 検定を用いて，平均値は t 検定を用いて有群と無群

の差の有意性を判別した。また 15 項目のうち大学選

択基準として該当する項目数の平均値も併せて示した。

表 1 によれば，「15.資格・免許がとれる」の項目

で，有群の平均値が無群と比較して有意に高いという

結果となった。加えて，「7.校風やキャンパスの雰囲

気がよい」「8.就職のための支援が充実している」

「10.施設・設備がよい」の項目で，有群の平均値が

無群と比較して高い可能性があるという結果となった。

また，該当する割合では，「15.資格・免許がとれ

る」の項目で，有群が有意に大きく該当するという結

果となった。また，有意な差がみられない項目も含め

て多くの項目で無群と比較して有群の平均値が高いと

いう結果となっており，その影響もあって，大学選択

基準の該当項目数の平均値は有群で 9.37，無群で

9.05 となっているが，該当項目数については有意な

差はみられなかった。

有群で平均値が高い可能性がある項目をみていくと，

「7.校風やキャンパスの雰囲気がよい」「10.施設・

設備がよい」といった実際の大学生活に関わる観点や

「8.就職のための支援が充実している」「15.資格・

免許がとれる」といった大学卒業後の進路を見据えた

観点が，実際に大学生活を送る大学生と話す機会があ

ることによって，大学選択基準として重視されるよう

になっていると考えられる。他方，「1.入試の難易度

があっている」「2.入試科目・選抜方法があってい

る」といった入試に関する項目や「3.専攻したい学問

分野がある」「4.有名な教員，優秀な教員がいる」と

いった学問分野など大学のパンフレットやウェブサイ

ト等でアクセス可能な内容に関する項目については有

意な差がみられていない。このような結果からも，大

学生と話す機会が，大学生活により一歩踏み込んだ内

容についての大学選択基準を重視することにつながっ

ていると考えられる。そのほか，「11.自宅から通え

る」「12.大都市にある」といった立地に関する項目

や「6.伝統や知名度がある」といった大学の威信に関

する項目には有意な差はみられなかった。

項目間の平均値の相対的順位に着目すると有群，無

群で 3 順位以上差がみられた項目は，「1.入試の難易

度があっている」と「15.資格・免許がとれる」であ

った。具体的には，「1.入試の難易度があっている」

が無群では 4 位に位置づくのに対して，有群では 7
位となっており，有群の 4 位には「10.施設・設備が

よい」，5 位には「7.校風やキャンパスの雰囲気がよ

い」，6 位には「8.就職のための支援が充実してい

る」が位置づく結果となった。また，「15.資格・免

許がとれる」が無群では 7 位に位置づくのに対して，

有群では 3 位となった。このように大学生との接触

機会があることは，「1.入試の難易度があっている」

と同等に，大学生活により踏み込んだ内容に関する項

目が大学選択基準として重視されることと関連してい

る可能性がある。

 

4 ままととめめとと今今後後のの課課題題

本稿では，大学生との接触機会と高校生の大学選択

基準の関連について探索的に分析した。その結果を仮

説に沿って整理すると以下の通りとなる。

第一の仮説である「大学生との接触機会がある場合，

キャンパスの雰囲気や施設・設備などの大学生活に関

する大学選択基準や資格・免許や就職のための支援な

ど大学卒業後の進路まで見据えた大学選択基準を重視
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しやすくなる」については，大学生との接触機会があ

る場合には，大学選択基準として「15.資格・免許が

とれる」という観点を大学選択基準として重視しやす

いことに加えて，「7.校風やキャンパスの雰囲気がよ

い」「8.就職のための支援が充実している」「10.施
設・設備がよい」といった観点も重視しやすい可能性

が示された。これらを踏まえると，第一の仮説は，今

後の事例の蓄積によって，検証される必要はあるもの

の一部が支持されたといえる。 
第二の仮説である「第一の仮説が支持された場合に

は一部の大学選択基準を重視しやすくなるため，結果

的に大学生との接触機会がある場合にはより多くの観

点が大学選択基準となる」については，大学選択基準

の該当項目数の平均値は有群で 9.37，無群で 9.05 と

なったが，有意な差はみられなかったため支持されな

かったといえる。 
以上の結果は，大学生との接触機会が大学選択基準

を変化させることを示唆している。ベネッセ教育総合

研究所（2017）は，近年の傾向として大学進学で重

視した項目数が減少傾向にあることを指摘しているが，

この際に生徒が重視する項目は，大学生との接触機会

に左右されることが指摘できる。以上の結果は，特定

の観点の大学選択基準を重視しやすくなることについ

ての是非の議論はあるものの，「卒業後の進路につい

て多面的・多角的に情報を集め，検討する」（文部科

学省, 2012: 129）ことが求められている高校段階に

おけるキャリア発達において，進学校の生徒にとって

は大学生との接触機会が多面的・多角的な観点から大

学を選択するひとつの重要な情報的資源である可能性

を示したことになる。 
この結果を大学側から捉えれば，喜村（2018）が

マーケティングの観点からの概念整理において受験者

とのコミュニケーションを行う情報伝達ルートの 1
つとして提示したモデルについて，大学生から受験者

へのルートが一定程度存在し，各大学の特色を受験者

に伝える上では重要な役割を持つ可能性を実証したこ

とになる。 
他方，本稿の冒頭でも指摘したように，このような

大学生との接触機会という情報的資源は，大学が少な

い地域においては相対的に少ない。本稿では，大学生

との接触機会について有群および無群の一定数の対象

者を得るという分析上の観点から分析対象としなかっ

たが，大学が所在しない和歌山県紀南地域の進学校で

ある B 高校（Ｎ=118）や C 高校（Ｎ=64）の生徒の

うち約半数は「大学生と話す」機会がほとんどない
11）。 

このような状況を踏まえれば，大学が少ない，ある

いはない地域の高校生に対して，情報的資源の少なさ

を踏まえた上で，大学生との接触機会を確保する入試

広報等のあり方を検討していく必要性があることをイ

ンプリケーションとして指摘できる。このように地域

性に応じて提供する情報を変えることは，大学が少な

い地域，あるいはない地域の高校生に対してより多角

的な観点から進路を考えるきっかけをもたらし，ミス

マッチの少ない大学選択につながることが期待できる。 
今後の課題としては，本稿が示した大学の都市部集

中が大学生との接触機会を媒介して，高校生の大学選

択の質的部分に影響を及ぼすという知見を踏まえると，

進学する／しないの機会の問題のみならず，大学の都

市部集中が高校生の進路の質的側面に及ぼす影響につ

いての知見を蓄積することが挙げられる。このことは，

大学教育機会に対して誰でもアクセス可能になるとい

う真の意味で，大学教育がユニバーサル段階に移行し

ていく上での課題として捉えられる。 
 
注注 
1）津多（2016）は，大学進学に関連する研究のレビューを通

して，大学進学には機会の獲得の段階と選択の段階があるこ

とを述べている。 
2）「大卒人口の割合」は，最終卒業学校の種類が「大学・大

学院」の人口を，「総数」から「未就学者」「在学者」「不

詳」を減じた人口で除して算出した。 
3）ただし，津多（2023）によれば，表出される指導が同一で

あったとしても教師の指導の論理については地域性があると

される。 
4）同調査は大学1～4年生4948名を対象に2016年11～12月

に実施された調査である。大学選択で重視した点については

17項目から複数を選択する形をとっている。 
5）2018 年調査については，筑波大学人間系研究倫理委員会の

承認（受付番号：筑30－56）を受けている。 
6）和歌山県の高校は，実質的に公立高校が大部分を占め，全

日制の公立高校の学校数は分校を除いて31校（紀北地域に2
1校，紀南地域に10校）であり，特に紀北地域において高校

は偏差値によって明確に階層化されている。2003 年より全

県一学区となっているが，県内が広域にわたることから長距

離通学を行う生徒は多くない。 
7）本稿の分析対象とはしないが，大学が所在しない和歌山県

紀南地域の進学校である B 高校（Ｎ=118）や C 高校（Ｎ=6
4）の生徒のうち「大学生と話す」機会がほとんどない割合

は約半数にのぼる。なお，無回答については除外し，4 年制

大学を進学希望とする対象者について集計した。 
8）2015 年調査では，「奨学金制度が充実している」を加えた



大学生との接触機会と高校生の大学選択基準の関連

- 127 -

しやすくなる」については，大学生との接触機会があ

る場合には，大学選択基準として「15.資格・免許が

とれる」という観点を大学選択基準として重視しやす

いことに加えて，「7.校風やキャンパスの雰囲気がよ

い」「8.就職のための支援が充実している」「10.施
設・設備がよい」といった観点も重視しやすい可能性

が示された。これらを踏まえると，第一の仮説は，今

後の事例の蓄積によって，検証される必要はあるもの

の一部が支持されたといえる。 
第二の仮説である「第一の仮説が支持された場合に

は一部の大学選択基準を重視しやすくなるため，結果

的に大学生との接触機会がある場合にはより多くの観

点が大学選択基準となる」については，大学選択基準

の該当項目数の平均値は有群で 9.37，無群で 9.05 と

なったが，有意な差はみられなかったため支持されな

かったといえる。 
以上の結果は，大学生との接触機会が大学選択基準

を変化させることを示唆している。ベネッセ教育総合

研究所（2017）は，近年の傾向として大学進学で重

視した項目数が減少傾向にあることを指摘しているが，

この際に生徒が重視する項目は，大学生との接触機会

に左右されることが指摘できる。以上の結果は，特定

の観点の大学選択基準を重視しやすくなることについ

ての是非の議論はあるものの，「卒業後の進路につい

て多面的・多角的に情報を集め，検討する」（文部科

学省, 2012: 129）ことが求められている高校段階に

おけるキャリア発達において，進学校の生徒にとって

は大学生との接触機会が多面的・多角的な観点から大

学を選択するひとつの重要な情報的資源である可能性

を示したことになる。 
この結果を大学側から捉えれば，喜村（2018）が

マーケティングの観点からの概念整理において受験者

とのコミュニケーションを行う情報伝達ルートの 1
つとして提示したモデルについて，大学生から受験者

へのルートが一定程度存在し，各大学の特色を受験者

に伝える上では重要な役割を持つ可能性を実証したこ

とになる。 
他方，本稿の冒頭でも指摘したように，このような

大学生との接触機会という情報的資源は，大学が少な

い地域においては相対的に少ない。本稿では，大学生

との接触機会について有群および無群の一定数の対象

者を得るという分析上の観点から分析対象としなかっ

たが，大学が所在しない和歌山県紀南地域の進学校で

ある B 高校（Ｎ=118）や C 高校（Ｎ=64）の生徒の

うち約半数は「大学生と話す」機会がほとんどない
11）。 

このような状況を踏まえれば，大学が少ない，ある

いはない地域の高校生に対して，情報的資源の少なさ

を踏まえた上で，大学生との接触機会を確保する入試

広報等のあり方を検討していく必要性があることをイ

ンプリケーションとして指摘できる。このように地域

性に応じて提供する情報を変えることは，大学が少な

い地域，あるいはない地域の高校生に対してより多角

的な観点から進路を考えるきっかけをもたらし，ミス

マッチの少ない大学選択につながることが期待できる。 
今後の課題としては，本稿が示した大学の都市部集

中が大学生との接触機会を媒介して，高校生の大学選

択の質的部分に影響を及ぼすという知見を踏まえると，

進学する／しないの機会の問題のみならず，大学の都

市部集中が高校生の進路の質的側面に及ぼす影響につ

いての知見を蓄積することが挙げられる。このことは，

大学教育機会に対して誰でもアクセス可能になるとい

う真の意味で，大学教育がユニバーサル段階に移行し

ていく上での課題として捉えられる。 
 
注注 
1）津多（2016）は，大学進学に関連する研究のレビューを通

して，大学進学には機会の獲得の段階と選択の段階があるこ

とを述べている。 
2）「大卒人口の割合」は，最終卒業学校の種類が「大学・大

学院」の人口を，「総数」から「未就学者」「在学者」「不

詳」を減じた人口で除して算出した。 
3）ただし，津多（2023）によれば，表出される指導が同一で

あったとしても教師の指導の論理については地域性があると

される。 
4）同調査は大学1～4年生4948名を対象に2016年11～12月

に実施された調査である。大学選択で重視した点については

17項目から複数を選択する形をとっている。 
5）2018 年調査については，筑波大学人間系研究倫理委員会の

承認（受付番号：筑30－56）を受けている。 
6）和歌山県の高校は，実質的に公立高校が大部分を占め，全

日制の公立高校の学校数は分校を除いて31校（紀北地域に2
1校，紀南地域に10校）であり，特に紀北地域において高校

は偏差値によって明確に階層化されている。2003 年より全

県一学区となっているが，県内が広域にわたることから長距

離通学を行う生徒は多くない。 
7）本稿の分析対象とはしないが，大学が所在しない和歌山県

紀南地域の進学校である B 高校（Ｎ=118）や C 高校（Ｎ=6
4）の生徒のうち「大学生と話す」機会がほとんどない割合

は約半数にのぼる。なお，無回答については除外し，4 年制

大学を進学希望とする対象者について集計した。 
8）2015 年調査では，「奨学金制度が充実している」を加えた

17 項目を設定したが，該当割合が小さいことから 2018 年調

査では当該項目を除外した。また，「親元を離れられる」の

項目は「11.自宅から通える」という項目と意味内容が重複す

る部分があるため分析から除外し，15 項目を分析対象とした。 
9）「本人の成績」については，「学年の中で，現在のあなた

の総合的な成績は，どのあたりに位置づくと思いますか」と

いう設問に対して，7 件法（7：上のほう－6－5－4：真ん中

－3－2－1：下のほう）で回答を求めた結果を示した。 
10）「父母の学歴」については，「あなたの家族や身近な親戚

の中に，大学（短大・高専等は除く）に進んだ人はいます

か」という設問に対して，「父」「母」がそれぞれ，「い

る」「いない」「わからない」の 3 択で回答を求めた結果を

示した。図 3 中では「いる」を「大学進学」，「いない」を

「非大学進学」，「わからない」を「不明」と表記した。 
11）当該部分の記述は，注 7 で言及した調査結果に基づいてい

る。 
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